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更新手続のご案内（令和８年度版） 

―広島県特定医療費（指定難病）受給者証― 

 

 

 

現在お持ちの「特定医療費（指定難病）受給者証」の有効期間は、令和８年１１月３０日までです。 

継続して受給者証の交付を希望される方は、更新手続を行ってください。 

 

１.受付期間 

    令和８年６月１日(月)～令和８年８月３日（月）まで 

※受付期間を過ぎても一定期間は更新手続が可能ですが、更新後の受給者証の発送は、  

遅くなります。なお、令和８年 12月２日以降に提出されますと、有効期間が途切れる場合 

がありますので注意してください。  

２.更新申請の流れ 

①難病指定医に「臨床調査個人票（診断書）」の作成を依頼 

    ※臨床調査個人票の様式は同封していないため、医療機関に発行を依頼してください。 

②必要書類の準備（⇒２ページ）及び申請書の記入（⇒３～４ページ） 

記載事項に変更がある場合は、該当箇所を二重線で消し、赤字で訂正してください。 

③申請書類を提出 

お住まいの管轄保健所（⇒８ページ）に提出してください。 

郵送での申請も可能ですが、郵送料は自己負担となります。 

※郵送事故に関する責任は負いかねます。 

〇更新後の新しい受給者証は、11月上旬より順次発送予定です。 

〇申請書類に不備がある場合や臨床調査個人票の内容について医療機関に確認が必要となった場合 

は、発送が遅れることがあります。 

  〇要件を満たさない場合は、受給者証を交付できないこともあります。 

〇マイナ保険証を所有している場合でも、「健康保険証」に替わり保険者から発行されている「資格確認

証」又は「資格情報のお知らせ」は廃棄しないでください。 今後の申請手続において、保険証情報を確認

する際に必要となります（マイナ保険証のみでは保険証情報が分からないため）。 
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 広島県公式ホームページ 

【健康・福祉・子育て＞疾病対策課＞難病対策】 

※各種様式及び詳細について 

掲載しています。 
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□をチェックしながら、必要書類がそろっているか確認してください。 

（※ 提出書類がＡ４サイズより小さい場合は、Ａ４用紙に貼り付けてください。） 

全員が提出する書類 

□ ① 
特定医療費（指定難病）支給 
認定申請書（更新） 

・記入方法を参考に、同封の申請書へ記入してください。 
（記入方法⇒３～４ページ） 

□ ② 

臨床調査個人票 
（記入年月日が６か月以内
のものを提出してください。
６か月を超えている場合は
受理することができませ
ん。） 

・認定疾患について、医療機関に作成を依頼してください。 
・医療機関によっては作成に時間を要する場合がありますので、提
出期日に間に合うよう、お早めに難病指定医に依頼してください。 
・文書料は、自己負担となります。 

□ ③ 

医療保険の資格情報を確認
できる書類 
 
※次のいずれか： 
・「資格情報のお知らせ」の

コピー 
・「資格確認書」のコピー 
・マイナポータルから「医療

保険資格情報」を印刷し
たもの 

 

保険種別 必要分（支給認定基準世帯員） 

市町の国民健康保険 
住民票上の世帯で、患者と同じ医療保険に加入
する 16 歳以上の方全員分 国民健康保険組合 

(建設国保、医師国保など) 

後期高齢者医療制度 
住民票上の世帯で、患者と同じ健康保険に加入
する方全員分 

上記以外の医療保険 

（被用者保険） 

患者と被保険者（医療保険の加入者） 
※患者本人の保険証に被保険者の名前の記入があれ
ば、被保険者分は省略可能です。 

□ ④ 
特定医療費（指定難病）受給
者証・自己負担上限額管理
票のコピー 

申請月を含む過去 12 か月の医療費が分かる自己負担上限額管理票
のコピーを提出してください。 

該当者のみ提出する書類 

□ ⑤ 
令和８年度  

市町村民税(非)課税証明書 

次の要件に該当する 16歳以上の方は、提出が必要です。 

※必ず、令和８年度のものを提出してください。 

※市町村民税について、未申告の場合は、税の申告を行った上で、合計所

得金額や市町村民税の所得割・均等割額等のすべてが明記されているもの

を提出してください。 

要件 必要分 

個人番号（マイナンバー）未提出者 支給認定基準世帯員全員分 

□ ⑥ 
生活保護等受給証明書類等
のコピー 

生活保護受給者、中国残留邦人等支援法による支援給付者の場合は

証明書類の提出が必要です。 

（※「支給開始日」が分かるもの） 

□ ⑦ 

「軽症高額」「高額・長期」に該当  

医療費総額が確認できる書

類 

④受給者証・自己負担上限額管理票のコピーで医療費総額の確認が

できない場合は、次のいずれかの書類を提出してください。 

〇領収書及び診療明細書のコピー並びに医療費申告書 

〇軽症高額・高額長期証明書 

※「医療費申告書」、「軽症高額・高額長期証明書」は広島県ホーム

ページに様式があります。 

□ ⑧ 
「世帯内按分」に該当  

受給者証（指定難病・小児慢

性特定疾病）のコピー 

患者と同じ健康保険に加入している同一世帯内に指定難病又は小

児慢性特定疾病の受給者証を所持している方がいる場合は、提出が

必要です。 

 

更新手続に必要な書類 
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申請書の記入方法（表面） 

 

 

 

 

 

印字されている内容に、変

更がある場合は、二重線で

消し、赤字で訂正してくだ

さい。（⇒６ページ） 

印字されていない内容があ

れば記入してください。 記入日を記入してください。 患者本人又は、保護者（患者が 18歳未満

の場合）の氏名を記入してください。 

特例に該当する場合は、チェック し、必要事項を記入してください。 

「患者に関する事項」の「病名」の前後に該当する特例を印字していますので、参考にしてください。 

特例 印字 詳細 必要書類 

⑴軽症高額 （軽症高額） ５ページ ２ページ⑦ 

⑵高額かつ長期 （高額・長期） ５ページ ２ページ⑦ 

⑶人工呼吸器等 （人工） ６ページ なし 

⑷世帯内按分 （按分） ６ページ ２ページ⑧ 

 

日中に連絡の取れる番号を記入してください。 

県庁 太郎 令和８  ６  ９ 

県庁 太郎 

けんちょう たろう 

   730  8511 

広島市中区基町１０－５２－１０１ 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７   昭和 20年 10 月 10 日 

090-1234-5678 

（按分）（人工）[6]パーキンソン病、[97]潰瘍性大腸炎（軽症高額）（高額・長期） 

広島県健康保険組合 1234 56 

 730   8511 

広島市中区基町１０－５２－３０３ 

県庁 次郎        

   080-1234-5678 

０ １ ２ ３ ４ ５ ６   県庁 良子 

✔ 

✔ 
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申請書の記入方法（裏面） 

 

 

続柄を記入し、区分（「生活保護」、「非課税」、「課税」

のいずれか）にチェックをしてください。 

すべての支給認定基準世帯員が「非課税」である

場合、必ずどちらかにチェックをしてください。 

 年間収入額（令和７年１月１日～12 月 31 日

まで）が 82万 6,500円以下の場合は、下欄に

記入してください。 

その他収入がある場合は、該当するものに〇を付け、受

給歴の分かる書類のコピーを添付してください。その他

収入がない場合は「受給なし」に〇を付けてください。 

患者が加入する医療保険

を確認の上、チェックし、

右欄に該当する者の「氏

名」「生年月日」「住所」を

下の表に記入してくださ

い。 

住所は、令和８年１月１日

時点で、住民票のある市町

を記入してください。 

県庁 太郎 

広島    ○ 広島 ○ 

県庁 良子 

広島    ○ 広島 ○ 

○    23  12  12 妻 

０ 

150,000 

450,000 

600,000 

✔ 
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自己負担上限額について 

月額自己負担上限額は、課税及び所得の状況に基づき、次の表により決定します。 

階層区分 【階層区分の基準】 

月額自己負担上限額 
（患者負担割合：２割、外来+入院） 

一般 高額かつ長期 人工呼吸器等装着 

生活保護 ― 0円  0円  0円  

低所得Ⅰ 市町村民税 
非課税 
（世帯） 

本人年収 
（～82 万 6,500 円） 

2,500円  2,500円  

1,000円  

低所得Ⅱ 
本人年収 

（82 万 6,500 円超） 
5,000円  5,000円  

一般所得Ⅰ 
市町村民税額 
課税以上 7.1万円未満 

10,000 円  5,000円  

一般所得Ⅱ 
市町村民税額 
7.1 万円以上 25.1万円未満 

20,000 円  10,000円  

上位所得 
市町村民税額 
25.1万円以上 

30,000 円  20,000円  

※市町村民税について、未申告の場合は、税の申告を行った上で、令和８年度市町村民税(非)課税証明書又は合計所
得金額や市町村民税の所得割・均等割額等のすべてが明記されているものを提出してください。 

特例について 
 次の特例に該当する方は、申請書「特例」の該当箇所にチェック☑の上、必要書類（⇒２ページ）を提

出してください。 

(１)軽症高額（重症度分類を満たさない方の特例） 

厚生労働省が定めている症状の程度（重症度分類）を満たさない場合でも、軽症高額に該当する場合は、

受給者証を交付します。 

対象者 
病状の程度が、厚生労働大臣の定める重症度を満たしていないが、指定難病に係る１か月の

医療費総額（10割）が 33,330円を超える月が対象期間に３回以上ある方 

対象期間 

・申請日（保健所が受理した日）の属する月から 12 か月前の期間（診断から１年以上経過

している方） 

・難病を発症したと診断された月から申請日（保健所が受理した日）の属する月までの間（診

断から１年未満の方） 

必要書類 医療費総額が確認できる書類（⇒２ページ⑦） 

(２)高額かつ長期（自己負担上限額を下げる特例） 

高額な治療を長期間にわたり継続し、高額かつ長期に該当する場合、自己負担上限額が軽減されます。 

対象者 

次の①、②を共に満たす方 

①市町村民税課税世帯（一般所得Ⅰ、一般所得Ⅱ、上位所得）の方 

②指定難病に係る１か月の医療費総額（10 割）が 50,000 円を超える月が対象期間に６回以

上ある方 

対象期間 
・申請日（保健所が受理した日）の属する月から 12 か月前の期間 

・初めて特定医療費(指定難病)の認定を受けた日から申請月までの間(認定から１年未満の方) 

必要書類 医療費総額が確認できる書類（⇒２ページ⑦） 

「申請日（保健所が受理した日）の属する月から 12か月前」の例 

令和７年 令和８年 

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 ６ ７ ８ ９ 10 

                  申請 
申請日（保健所が受理した日）の属する月か

ら 12か月の間の医療費を確認します。 
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(３)人工呼吸器等装着者（自己負担上限額を下げる特例） 

 人工呼吸器又は体外式補助人工心臓を 1日中使用している場合は、自己負担上限額が軽減されます。 

対象者 

臨床調査個人票の「人工呼吸器に関する事項」が次の①②のいずれかに該当する方 

①人工呼吸器を装着していて、「離脱の見込みなし」、「一日中施行」、生活状況「部分介助」・

「全介助」・「不能又は不可能」をすべて満たす方 

②体外式補助人工心臓を装着している方 

(４)世帯内按分（自己負担上限額を下げる特例） 

 患者本人と同じ健康保険に加入している世帯員が、指定難病や小児慢性特定疾病の受給者証を所持して

いる場合、自己負担上限額が按分（各受給者の上限額が減額）されます。 

対象者 

・同一の健康保険に加入している世帯員の中に、指定難病又は小児慢性特定疾病の受給者が

いる方 

・患者本人が小児慢性特定疾病の受給者証も所持している方(※指定難病と同一疾病の場合は対象外) 

必要書類 受給者証（指定難病・小児慢性特定疾病）のコピー（⇒２ページ⑧） 

変更について 
現在お持ちの受給者証の記載事項等に変更がある場合は、変更申請を同時に行うことができます。 

(１)住所、氏名、送付先の変更 

 申請書に印字されている該当箇所を二重線で消し、赤字で訂正してください。 

 また、変更が分かる書類を提出してください。 

(２)世帯員（支給認定基準世帯員）の追加・変更 

 住民票（世帯員全員分の続柄、マイナンバー入り）を提出してください。 

※新たに世帯員となった方のマイナンバーカードのコピー（両面）でも可。 

(３)医療保険の変更 

 申請書に印字されている「保険の名称」「記号・番号」を二重線で消し、赤字で訂正してください。 

 変更後の保険種別によって、次のとおり必要書類が異なります。該当者の①医療保険の資格情報を確認

できる書類及び②マイナンバーの分かる書類を提出してください。 

＊通知カードのコピーは、通知カードに記載の住所や名前などに変更がない場合のみ利用できます。 

(４)病名の追加・変更 

 申請書の病名欄に、赤字で追記又は印字されている病名を訂正してください。 

 追加・変更となった病名の臨床調査個人票を添付してください。 

※階層区分の変更 

現在お持ちの受給者証の階層区分を令和８年度の課税状況に基づく階層区分に変更する場合は、別途申

請が必要です。 

変更後の保険種別 
①医療保険の資格情
報を確認できる書類 

②マイナンバーの分かる書類 
(マイナンバー入り住民票、又はマイナンバーカード
（通知カード＊）のコピー) 

市町の国民健康保険 住民票上の世帯で、
患者と同じ健康保険
に加入する 16 歳以上
の方全員分 

追加で医療保険の資格情報を確認できる書類を
提出することとなった世帯員分 国民健康保険組合 

(建設国保、医師国保など) 

後期高齢者医療制度 
住民票上の世帯で、
患者と同じ健康保険
に加入する方全員分 

追加で医療保険の資格情報を確認できる書類を
提出することとなった世帯員分 

上記以外の医療保険 

（被用者保険） 

患者と被保険者（医療
保険の加入者） 

※患者本人の保険証に被
保険者の名前の記入が
あれば、被保険者分は
省略可能です。 

(※被保険者が変わった場合のみ) 

新たな被保険者分 
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別紙            

指定難病の医療費助成の申請における臨床調査個人票情報の研究等への利用についての同意書 

本同意書に関する説明 

指定難病の患者に対する良質かつ適切な医療支援を実施するため、当該疾病の程度が一定以上である者等に

対し、申請に基づき医療費助成を実施しています。 

申請時に提出していただく「臨床調査個人票」は、医療費助成・登録者証発行の対象となるか否かの審査に

用いられますが、加えて、同意をいただいた方については、記載されている情報を厚生労働省のデータベース

に登録し、指定難病に関する創薬の研究開発や政策立案等にも活用させていただきます。 

本紙をお読みいただき、臨床調査個人票の情報が、①厚生労働省のデータベースに登録されることや、②研

究機関等の第三者に提供され、指定難病に関する創薬の研究開発等に利用されることに同意いただける場合

は、申請書の「同意します」にチェックしてください。 

また、同意をいただいた後も、その同意を撤回することができます。同意書提出時に未成年だった患者の方

が、成人後に撤回することも可能です。 

なお、同意については任意であり、同意されない場合も医療費助成の可否に影響を及ぼしません。 

 

データベースに登録される情報と個人情報保護 

厚生労働省のデータベースに登録される情報は、臨床調査個人票に記載された項目です。 

臨床調査個人票臨床調査個人票については、以下の URL をご参照ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084783.html 

 厚生労働省のデータベースは、個人情報保護に十分に配慮して構築しています。データベースに登録された

情報を研究機関等の第三者に提供するに当たっては、厚生労働省の審議会における審査を行います。 

患者個人を識別することができない「匿名加工」を行うため、患者個人の氏名や住所等の情報は第三者に提

供されません。提供された情報を活用した研究成果は公表されますが、その際にも、個人が特定される情報が

掲載されることはありません。 

また、提供された情報を活用する企業等に対しては、情報漏洩防止のための安全管理措置等の情報の取扱い

に関する義務が課されます。義務違反の場合には、厚生労働大臣による立入検査や是正命令が行われるととも

に、情報の不適切利用等に対して罰則があります。 

臨床研究等の実施に関して協力を求める場合は、改めて、それぞれの研究者等から主治医を介して説明が行

われ、皆様の同意を得ることになります。 

 

データベースに登録された情報の活用方法 

厚生労働省のデータベースに登録された情報は、 

①国や地方公共団体が、難病対策の企画立案に関する調査 

②大学等の研究機関が、難病患者の良質かつ適切な医療の確保や療養生活の質の維持向上に資する研究 

③民間事業者等が、難病患者の医療・福祉分野の研究開発に資する分析等 

を行う場合に活用されます。 

例えば、製薬企業等が、創薬のために、開発したい治療薬の対象患者の概要把握（重症度等の経過・治験の

実行可能性等）や治験で使用する指標の検討等に活用することが想定されます。 

 

同意の撤回 

同意をいただいた後も、情報の登録や、登録された情報の研究機関等の第三者への提供・利用について、同

意を撤回することができます。いただきました同意の撤回書を踏まえて、厚生労働省において速やかに対応い

たします。必要な手続は、厚生労働省ホームページを確認してください。 

同意撤回後に、その情報が第三者に提供されることはありませんが、既に情報を提供している場合等には、

その情報の削除はできませんので了承ください。 

なお、同意の撤回は、同意書に署名した方が代理人の場合は、原則として当該代理人の方の署名をお願い

します。ただし、同意書提出時に未成年だった患者の方が、成人後に撤回する場合においては、この限りで

はありません。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084783.html
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必要書類（⇒２ページ）をそろえて、お住まいの地域の保健所に早めに提出してください。 

なお、郵送で申請される場合の郵送料は、自己負担となります。 

 

お住まいの地域 問合せ・提出先 所在地 ／ 電話 

大竹市、廿日市市 
西部保健所 
（保健課 健康増進係） 

〒738-0004 廿日市市桜尾二丁目 2-68 

 ☎（0829）32-1181 

安芸高田市 
府中町、海田町 
熊野町、坂町 
安芸太田町、北広島町 

西部保健所 広島支所 
（保健課 健康増進係） 

〒730-0011 広島市中区基町 10-52 
      （広島県農林庁舎１階） 

 ☎（082）513-5526 

呉市 
呉市保健所 
（地域保健課） 

〒737-0041 呉市和庄一丁目 2-13 

 ☎（0823）25-3525 

※東保健センター又は各保健出張所でも

受け付けます。 

江田島市 
西部保健所 呉支所 
（厚生保健課 保健係） 

〒737-0811 呉市西中央一丁目 3-25 

 ☎（0823）22-5400 

竹原市、東広島市 
大崎上島町 

西部東保健所 
（保健課 健康増進係） 

〒739-0014 東広島市西条昭和町 13-10 

 ☎（082）422-6911 

三原市、尾道市 
世羅町 

東部保健所 
（保健課 健康増進係） 

〒722-0002 尾道市古浜町 26-12 

 ☎（0848）25-2011 

福山市 
福山市保健所 
（保健予防課） 

〒720-8512 福山市三吉町南二丁目 11-22 

 ☎（084）928-1127 

※福山市各支所（保健福祉課）でも受け付

けます。 

府中市、神石高原町 
東部保健所 福山支所 
（保健課 健康増進係） 

〒720-8511 福山市三吉町一丁目 1-1 

 ☎（084）921-1311 

三次市、庄原市 
北部保健所 
（保健課 健康増進係） 

〒728-0013 三次市十日市東四丁目 6-1 

 ☎（0824）63-5181 

問 合 せ 先 ・ 提 出 先 

広島県健康福祉局疾病対策課  

 


